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第７章 食の安全･安心と農産物の流通・加工 

１ 道産食品の安全･安心の確保 

 

（食の安全・安心に係る施策を総合的かつ計画的に推進） 

道民の健康の保護と消費者に信頼される安全・安心な道産食品づくりを目指し、道では、平成17年

（2005年）３月制定の北海道食の安全・安心条例に基づく北海道食の安全・安心基本計画を策定し、

食の安全・安心に係る施策を総合的かつ計画的に推進しています。 

令和６年（2024年）３月に策定した「第５次北海道食の安全・安心基本計画」では、世界の食料情

勢の変化による食料安全保障上のリスクの増大、食品価格の高騰、持続的な食料システム構築を求め

る声の高まりといった近年の食の安全・安心をめぐる情勢の変化に対応するため、施策の推進に当た

り配慮すべき視点として「環境保全と安全な食料の安定供給の両立」、「食のサプライチェーンに関

する理解促進」、「衛生管理等による継続的な食の安全性確保」、「情報共有や意見交換のより効果

的な推進」の４項目を定めました。 

この計画に基づいて、クリーン農業や有機農業等の環境に配慮した持続可能な農業や食育、国際水

準ＧＡＰやＨＡＣＣＰの導入といった自主衛生管理の推進、食品の生産から消費に至る各段階の関係

者による意見交換などのリスクコミュニケーションの実施など、食の安全・安心の確保に向けた様々

な施策を進めています。 

 

（遺伝子組換え作物の栽培による一般作物との交雑と混入を防止） 

 我が国において、遺伝子組換え作物は、食品衛生法、飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する

法律（飼料安全法）、食品安全基本法及び遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の

確保に関する法律（カルタヘナ法）に基づき、食品、飼料としての安全や生物多様性への影響につい

て、それぞれ科学的な評価を行い、問題のないもののみが輸入、流通、栽培等される仕組みとなって

います。 

道では、遺伝子組換え作物の開放系での栽培などを規制することによって、遺伝子組換え作物と一

般作物の交雑混入及び生産上、流通上の混乱を防止するとともに、遺伝子組換え作物の開発などに係

る産業活動と一般作物に係る農業生産活動との調整を図り、道民の健康の保護と産業の振興に寄与す

ることを目的に、北海道遺伝子組換え作物の栽培等による交雑等の防止に関する条例（以下「ＧＭ条

例」という。）を平成17年（2005年）３月に制定し、また令和４年（2022年）７月には、ＧＭ条例の

対象となる範囲を食用、飼料用又は規則で定める隔離ほ場における栽培とする改正を行いました。 

 ＧＭ条例では、農業者等による一般栽培は知事の許可制、試験研究機関による試験栽培は知事への

届出制とし、いずれの場合も、平成17年（2005年）９月に定めた交雑混入防止措置基準等を遵守する

ことを義務付けるとともに、知事が許可等を行う際には、北海道食の安全・安心委員会の意見を聴く

こととしています。なお、ＧＭ条例の制定以降、条例に基づく遺伝子組換え作物の栽培の許可申請や

届出はありません。 
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（道産食品独自認証制度） 

 道産食品独自認証制度（愛称：きらりっぷ）は、道産食品に対する消費者の信頼確保と北海道ブラ

ンドの向上を図るため、平成16年（2004年）４月に創設したもので、道産原材料の使用、生産情報の

提供、安心の確保、商品特性、官能検査の５つの項目に関する基準に合格した商品を認証し、認証を

受けた商品は、「北海道認証」という独自のマーク（きらりっぷマーク）が付けられています。 

令和８年（2026年）３月末で、16事業者の33商品が認証を受けています。 

 

図表7-1-1 道産食品独自認証制度（きらりっぷ）のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 7-1-2 品目ごとの事業者数･商品数 

品  目 事業者数  商品数 品  目 事業者数  商品数 

【農産物】 【水産物】 

日本酒 1 1 熟成塩蔵さけ（山漬け） 1 1 

そば 1 2 いくら 2 2 

みそ 2 2 醤油いくら 1 1 

納豆 2 8 魚醤油 1 1 

豆腐 1 4 合  計 16 33 

しょうゆ 2 3  

【畜産物】 

ハム類（ロース、ボンレス） 1 3 

ベーコン類 1 1 

ナチュラルチーズ 1 2 

アイスクリーム 1 2 

資料：北海道農政部調べ（令和８年（2026年）３月末現在） 

 注：１）以下の７品目は認証を受けている商品がない。 

（ソーセージ類、ワイン、しょうちゅう、生中華麺、ビール、非加熱食肉製品（生ハム）、熟成塩蔵からふとます 

（山漬け）） 

２）複数の品目の認証を受けている事業者があるため、事業者数の合計は実事業者数 

 

  

認証（審査・検査に合格） 

商品にきらりっぷマークを貼付 
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（道産食品登録制度） 

適正な食品の表示を促進し、道産食品に対する信頼確保と北海道ブランドの向上を図るため、平成

18年（2006年）１月から始まった道産食品登録制度は、本道の豊かな自然環境の下で生産された原材

料を使用し、道内で製造・加工された商品を登録するもので、登録された商品には、「道産原料」と

いう独自のマーク（登録マーク）が付けられています。 

令和８年（2026年）３月末現在、農産物や畜産物、水産物、林産物等、合わせて119事業者の347商

品が登録されています。 

 
図表7-1-3 道産食品登録制度の登録状況              図表7-1-4 道産食品登録制度の登録マーク 

商品区分 事業者数 商品数 商品の例 

農 産 物 48 106  トマトジュース、枝豆、そば等 

畜 産 物 18 107  ハム、ソーセージ、ベーコン等 

水 産 物 42 116  ししゃも、たらこ等 

林 産 物 2 3  クマ笹茶等 

そ の 他 9 15  菓子、飲料水、ワイン等 

合  計 119 347  

資料：北海道農政部調べ（令和８年（2026年）３月末現在） 

 

（地理的表示（ＧＩ）保護制度の活用） 

 特定の産地と品質、社会的評価などの特性の面で結び付きのある農林水産物・食品等の産品の名称

（地理的表示）を知的財産として保護し、生産業者の利益の増進と需要者の利益の保護を図ることを

目的に平成27年（2015年）６月１日、特定農林水産物等の名称の保護に関する法律（地理的表示法）

が施行されました。 

本道の農産物では、「夕張メロン」、「十勝川西長いも」、「今金男しゃく」、「ところピンクに

んにく」、「十勝ラクレット」、「十勝若牛」に加え、令和７年（2025年）11月に「しりうちにら北

の華」が、令和８年（2026年）３月には「北海道米」が新たに登録され、令和８年（2026年）３月末

で８件が地理的表示（ＧＩ）に登録されています。 
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２ ＧＡＰ（農業生産工程管理） 

 

（国際水準ＧＡＰの認証取得経営体数は横ばい） 

 ＧＡＰ（農業生産工程管理：Good Agricultural Practices）は、農業生産の各工程の実施、記録、

点検及び評価を行うことによる持続的な改善活動であり、生産活動に潜む危害要因の把握や分析、対

策の実施により、異物混入による出荷停止や農作業事故等のリスクを未然に防ぐだけでなく、出荷先

からの信頼確保、適切な在庫管理による資材費の低減や生産物の品質向上などの経営改善効果が確認

されているほか、従業員の自主性の向上を通じた農業の人材育成にも有効です。国では、「食品安

全」、「環境保全」、「労働安全」、「人権保護」及び「農場経営管理」の５分野を含むＧＡＰを国

際水準ＧＡＰと呼び、ガイドラインを策定して普及を推進しています。 

 道では「食の北海道ブランド」を更に向上させるため、道内のおおむね全ての産地へのＧＡＰ導入

に取り組んでおり、産地や農業者ＧＡＰの実践が広がりをみせていますが、ＧＡＰの実践には、「Ｇ

ＡＰをする」と「ＧＡＰ認証をとる」の２段階があり、認証の取得・維持には費用が生じるため、認

証を取得するかどうかは、農業者の経営判断となります。 

ＪＧＡＰ及びＡＳＩＡＧＡＰの認証を取得した経営体は、令和８年（2026年）３月末で310経営体

で、前年に比べ21経営体（６％）減少しました。 

なお、日本ＧＡＰ協会では、今後のＧＡＰ普及の取組をＪＧＡＰに集中することにより、ＧＡＰ普

及の一層の加速化を図ることを目的として令和10年（2028年）でＡＳＩＡＧＡＰを終了し、ＪＧＡＰ

への一本化が検討されています。 

 

図表7-2-1 国際水準ＧＡＰ認証（ＪＧＡＰ、ＡＳＩＡＧＡＰ）経営体数の推移（北海道） 

 

資料：北海道農政部調べ（各年度３月末現在） 
注：１）学校等の教育機関を含む。 

２）ＧＬＯＢＡＬＧ．Ａ．Ｐ．の都道府県別認証経営体数は公表されていないが、道内で121件の認証を確認 

している。 
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３ 植物防疫対策 

 

（病害虫発生予察情報を踏まえた防除を推進） 

 北海道病害虫防除所では、適時かつ経済的な病害虫の防除により農作物の安定生産と品質向上の確

保を図ることを目的に、病害虫発生予察情報を公表しています。 

 令和７年度（2025年度）は、定期の発生予報や月報、年間発生概況のほか、病害虫の多発や初発へ

の注意を喚起するための注意報及び特殊報を含め、発生予察情報を延べ23回公表しました。 

 

（水稲のアカヒゲホソミドリカスミカメやてんさいの褐斑病等が多発生） 

 令和７年（2025年）に発生が確認された主な病害虫として、水稲のアカヒゲホソミドリカスミカ

メ、てんさいの褐斑病やヨトウガ（第２世代）、ねぎのネギアザミウマ、りんごの腐らん病が「多発

生」となったほか、水稲のヒメトビウンカ、秋まき小麦の眼紋病、春まき小麦（初冬まき）のムギキ

モグリバエ、大豆のわい化病、てんさいのヨトウガ（第１世代）やテンサイモグリハナバエ、たまね

ぎのネギアザミウマ、キャベツのコナガが「やや多発生」となりました。 

 また、シロイチモジヨトウについて、長沼町・北斗市に設置したフェロモントラップによる調査に

おいて昨年より多い誘殺があり、道央のねぎほ場や十勝地方のてんさいほ場で幼虫による加害が確認

されたため、注意報を発出し、速やかな防除について注意喚起を行いました。 

 一方、秋まき小麦のなまぐさ黒穂病は、平成28年度（2016年度）に発生面積が１千haを超えるまで

になりましたが、基本技術の励行や農薬登録の促進などの取組を進めた結果、令和７年度（2025年

度）の発生面積は88haと大きく減少しました。 

  

図表7-3-1 令和７年（2025年）に多発生した病害虫 

作 物 名  多発生した病害虫名 

水稲 アカヒゲホソミドリカスミカメ 

てんさい 褐斑病、ヨトウガ（第２世代） 

ねぎ ネギアザミウマ 

りんご 腐らん病 

資料：北海道病害虫防除所調べ 

 

図表7-3-2 令和７年（2025年）にやや多発生した病害虫 

作 物 名  やや多発生した病害虫名 

水稲 ヒメトビウンカ 

秋まき小麦 眼紋病 

春まき小麦（初冬まき） ムギキモグリバエ 

大豆 わい化病 

てんさい ヨトウガ（第１世代）、テンサイモグリハナバエ 

たまねぎ ネギアザミウマ 

キャベツ コナガ 

資料：北海道病害虫防除所調べ 
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図表7-3-3 令和７年（2025年）に道内で新たに発生が確認された病害虫 

作 物 名 道内で新たに発生が確認された病害虫 

大豆 クサギカメムシ（新寄主） 

ばれいしょ トマトキバガ（新寄主） 

てんさい・キャベツ シロイチモジヨトウ（新奇主） 

小豆・いちご・キャベツ オオタバコガ（新寄主） 

たまねぎ 黒かび病（新発生） 

トマト・ミニトマト 白絹病（新発生） 

なす マキバカスミカメ（新寄主） 

セルリー キタネコブセンチュウ（新寄主） 

かえんさい（ビーツ） 褐斑病（新発生） 

ぶどう キクビアオハムシ（新寄主） 

ハスカップ・カーランツ チャバネアオカメムシ（新寄主） 

マーガレット 根頭がんしゅ病（新発生） 

デルフィニウム エンマコオロギ（新寄主） 

おうぎ ウリハムシモドキ（新寄主） 

せんきゅう カンザワハダニ（新寄主）、うどんこ病（新称） 

とうき アシブトホコリダニ（新寄主）、ヒメビロウドコガネ（新寄主） 

 

＜凡例＞  

新称 ：これまで正式な名称（病名、害虫の和名）のなかった新たな病害虫の名称提案 

国内新発生 ：これまで国内で記録のなかった新たな病害虫 

新発生 ：道内での発生事例がなかった病害、道内に分布が確認されていなかった害虫 

新寄主 ：道内に分布することが既知である害虫の、新たな作物への加害記録 

病原の追加 ：既知病害と病徴に違いのない新たな病原の追加 

病原菌の同定 ：未同定だった病原菌の種名の確定 

資料：北海道病害虫防除所調べ 
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（無人航空機による農薬の安全かつ適正な空中散布を推進） 

近年、ドローン等の無人マルチローターによる農薬の空中散布が、防除作業の負担軽減及び生産性

の向上に資する技術として各地域で導入されています。 

これに伴い、農薬の空中散布によるドリフト等に起因した他作物での農薬残留基準値の超過事例も

発生しており、使用者自らが農作物や周辺環境への影響に十分配慮して、農薬事故等の発生防止に努

め、安全かつ適正な空中散布を推進することが求められています。 

無人航空機による農薬散布に当たっては、国が、「無人ヘリコプターによる農薬の空中散布に係る

安全ガイドライン」及び「無人マルチローターによる農薬の空中散布に係る安全ガイドライン」を策

定しており、本道では、道や関係機関、団体で構成する北海道農薬安全使用推進協議会において、ポ

スターの配布や呼びかけにより意識醸成を図り、本ガイドラインに基づく農薬の安全かつ適正な使用

の普及・啓発に取り組んでいます。 

 

（ジャガイモシロシストセンチュウの緊急防除を実施） 

 平成27年（2015年）８月に国内で初めて網走市内でジャガイモシロシストセンチュウ（Ｇｐ）が確

認されました。平成28年（2016年）10月には、Ｇｐの緊急防除を行うため、植物防疫法に基づくジャ

ガイモシロシストセンチュウの緊急防除に関する省令が施行され、同法に基づく緊急防除への協力指

示を受け、道では、発生状況の確認調査や、Ｇｐが確認されたほ場における対抗植物の植栽などによ

る防除を実施しています。 

 令和７年度（2025年度）は、網走市、斜里町及び清里町内の８ほ場で対抗植物の植栽による防除を

実施した結果、４ほ場で検出限界以下となった一方、新たに小清水町の23ほ場と網走市の１ほ場の計

24ほ場で確認されたほか、斜里町と清里町の防除が完了した２ほ場で再度確認されました。 

 この線虫は、ジャガイモシストセンチュウと同様、馬鈴しょの収量を低下させることにより、本道

農業に大きな影響を及ぼすおそれがあることから、防除区域内では、農業機械の洗浄及び搬送時の幌

かけ、野良いも処理の徹底などのまん延防止対策とともに、適正な輪作体系の確立や抵抗性品種の早

期導入などに取り組んでいます。 
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４ 家畜衛生対策 

 

（リスクがますます高まる海外悪性伝染病） 

 家畜の海外悪性伝染病である口蹄疫は、平成22年（2010年）に宮崎県で発生しましたが、その後国

内での発生はなく、我が国は平成23年（2011年）２月に国際獣疫事務局により口蹄疫清浄国として認

定され、今日まで清浄性を維持しています。 

高病原性鳥インフルエンザは、令和２年シーズン（令和２年（2020年）秋から令和３年（2021年）

夏）以降、毎シーズン国内で発生が確認されています。令和７年シーズン（令和７年（2025年）秋か

ら令和８年（2026年）夏）は、３月末現在、道内で５事例の発生が確認され、全国で23事例の発生が

確認されています。 

 平成30年（2018年）９月に国内で26年ぶりに発生した豚熱は、その後、中部地方を中心に発生が継

続し、さらに、野生イノシシにより感染地域が拡大したため、平成31年（2019年）１月より豚への本

病の予防的ワクチン接種が開始され、令和５年（2023年）８月には、九州で初めての発生が確認され

たため、本道を除く全ての都府県においてワクチン接種が行われています。発生地域においては、野

生イノシシの捕獲強化や経口ワクチンの散布も積極的に実施されており、全国的に清浄化に向けて複

合的な防疫対策が実施されていますが、野生イノシシの感染確認地域は徐々に拡大し、豚飼養農場で

の発生が散発しています。令和７年（2025年）６月に国はマーカーワクチンの活用などにより清浄国

ステータスの再取得を目指す「豚熱清浄化ロードマップ」を公表しました。 

一方、海外では近隣のアジア諸国を始めとした世界各国において、口蹄疫や高病原性鳥インフルエ

ンザ等が継続的に発生しているほか、欧州やロシアで発生が続いていたアフリカ豚熱が、平成30年

（2018年）８月に中国で発生して以降、日本を除くアジア全域に拡大しています。中国や韓国からの

道内への旅客が急増しており、海外からこれらの伝染病が道内に侵入するリスクがますます高まって

います。 

 

図表7-4-1 高病原性鳥インフルエンザのシーズン別発生状況  

           （単位：事例） 

区分 R2 3 4 5 6 7 

北海道 0 4 5 0 2 5 

都府県 52 21 79 11 49 18 

資料：北海道農政部調べ、各シーズンは当該年秋から翌年夏までを期間とする、R７年シーズンは令和8年3月末現在 
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（海外悪性伝染病等の侵入・まん延防止対策を強化） 

 海外悪性伝染病等の侵入防止のためには、水際防疫対策の徹底が最も重要であり、国の検疫と併せ

て、輸移入家畜の着地検査の徹底や、外国人旅行客、技能実習生、留学生に対し畜産物を持ち込まな

いよう啓発を行っているほか、空港、フェリーターミナル等における靴底消毒などの対策を実施して

います。また、各農場における伝染病の侵入防止対策として、令和２年（2020年）４月に改正された

家畜伝染病予防法に基づく飼養衛生管理基準の遵守、飼養衛生管理マニュアルの策定、定期的な自己

点検の実施を基本に、異常を示す家畜の早期発見及び早期通報、日常の消毒の実施など衛生指導を継

続して行い、発生の予防と万が一の発生の早期封じ込めに努めています。 

 特に、高病原性鳥インフルエンザについては、令和５年（2023年）３月から４月の道内での発生

や、全国的な発生状況等を踏まえ、農場での侵入防止対策を強化しています。 

 また、国内における豚熱や高病原性鳥インフルエンザ等の悪性伝染病の発生に際し、農業者や関係

団体等と発生情報を迅速に共有して注意喚起を図るとともに、発生事例における疫学調査結果から得

られた課題等を参考に、衛生管理上の重点事項等を周知・徹底し、効果的な取組の普及や対策の向上

を図っています。 

 さらに、万が一これらの海外悪性伝染病が発生した際に、迅速なまん延防止措置がとれるよう、北

海道家畜伝染病防疫対策要綱の整備や伝染病ごとに作成した防疫対応マニュアルの更新、関係機関や

団体等と連携した防疫演習の実施に加え、防疫衣や消毒薬等の緊急防疫資材を備蓄するなど、危機管

理体制を強化しています。 

 

図表7-4-2 入国者の携帯品（畜産物）による輸入禁止品等の検疫状況  

（単位：件） 

区分 R2 3 4 5 6 7 

件数（件） 29,189 18,726 54,355 152,599 201,903 220,962 

重量（kg） 16,888 13,010 35,718 76,038 95,223 107,020 

資料：農林水産省動物検疫所企画管理部調査課調べ 

 

（ヨーネ病の早期清浄化を推進） 

 牛のヨーネ病については、家畜伝染病予防法に基づく検査及び患畜の摘発・とう汰により、清浄化

を進めているものの、依然として相当数発生しています。 

道では、ヨーネ病の清浄化に向けて、平成４年（1992年）に国に先駆けて定めた「北海道ヨーネ病

防疫対策実施要領」を随時見直し、より効果的な発生予防とまん延防止対策を実施しています。平成 

25年（2013年）以降は、リアルタイムＰＣＲによる診断法を導入し、患畜の早期摘発・とう汰による

対策を実施することで、発生農場の早期の清浄化を進めています。 
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図表7-4-3 ヨーネ病の発生状況（牛）              

                                                （単位：頭） 

区 分 R2 3 4 5 6 7 

北海道 722 845 997 945 1,060 947 

 乳用牛 482 371 503 616 503 457 

 肉用牛 515 351 442 444 442 490 

都府県 87 112 150 115 135 164 

資料：北海道農政部調べ（速報値） 

 

（牛伝染性リンパ腫と牛ウイルス性下痢のまん延防止対策を推進） 

 牛伝染性リンパ腫（旧名：牛白血病）は、平成10年（1998年）４月の家畜伝染病予防法の改正で届

出伝染病に指定され、発生状況の把握や発生農場における清浄化対策が実施されてきましたが、全国

的に発生頭数は増加傾向にあります。 

 このため、平成27年（2015年）３月、国は、「牛白血病に関する衛生対策ガイドライン」を策定

し、農場内における感染拡大防止や農場への侵入防止に有効と考えられる衛生対策を示し、道では、

このガイドラインを参考に、飼養者等の関係者と連携しながら衛生対策を実施し、まん延防止に努め

ています。 

 また、牛ウイルス性下痢（旧名：牛ウイルス性下痢・粘膜病）も届出伝染病に指定されており、同

様に清浄化対策を実施していることから、道内の発生頭数は減少傾向にあるものの、依然相当数が発

生しています。本病の対策としては、発生農場や家畜集合施設における検査を徹底するとともに、持

続感染牛の速やかなとう汰、効果的なワクチン接種に向けた関連団体との連携と情報共有などが有効

であることから、道では、平成28年（2016年）３月に「牛ウイルス性下痢・粘膜病の有効な対策の基

本方針」を策定し、各地域の自衛防疫組織が中心となった防疫対策によるまん延防止に努めていま

す。 

 
図表7-4-4 牛伝染性リンパ腫の発生状況               

                                               （単位：頭） 

区 分 R2 3 4 5 6 7 

北海道 745 725 707 774 723 796 

都府県 3,452 3,650 3,627 3,719 3,700 3,687 

資料：北海道農政部調べ（速報値） 

 

図表7-4-5 牛ウイルス性下痢の発生状況              

                               （単位：頭） 

区 分 R2 3 4 5 6 7 

北海道 168 144 62 60 49 37 

都府県 97 91 57 112 74 76 

資料：北海道農政部調べ（速報値） 
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（ＢＳＥ対策を推進） 

 ＢＳＥについては、平成13年（2001年）９月に国内で初めて発生が確認されて以降、これまでに全

国で36頭の発生が確認され、このうち道内生産牛は28頭、道内での確認は25頭となりました。しか

し、平成13年（2001年）10月の法的な飼料規制の開始直後にあたる平成14年（2002年）１月生まれの

牛を最後に発生が確認されていないことから、国内におけるＢＳＥ対策の成果が国際的に評価され、

日本は、平成25年（2013年）５月の国際獣疫事務局（ＯＩＥ）総会において、「リスクを無視できる

国（ＢＳＥ清浄国）」に認定されました。 

 その後、関係法令の改正などを受け、全国一斉の取組として平成29年（2017年）４月から健康なと

畜牛のＢＳＥ検査を廃止しましたが、特定危険部位（ＳＲＭ：全月齢の牛の扁桃、回腸遠位部、30か

月齢超の牛の頭部（舌、頬肉及び皮を除く）、せき髄、せき柱）の除去や飼料規制などの対策は引き

続き行っています。 

 

図表7-4-6 と畜場におけるＢＳＥ検査の実施状況（北海道）     

             （単位：件） 

区 分 検 査 数 

スクリーニング検査結果 確認検査結果 
確定診断結果 

件数（陽性） 
陰性とされた 

件    数 

確 認 検 査 に 

回された件数 

陰性とされた 

件    数 

確 定 診 断 に 

回された件数 

H27年度 65,236 65,236 0 0 0 0 

R2 1 1 0 0 0 0 

3 0 0 0 0 0 0 

4  0 0 0 0 0 0 

5  0 0 0 0 0 0 

6 0 0 0 0 0 0 

7 0 0 0 0 0 0 

資料：北海道保健福祉部調べ（令和８年（2026年）２月末日現在） 

 

また、死亡牛については、関係法令の改正を受け、道では、令和６年（2024年）４月１日から、月

齢に関わらず生前に特定症状、歩行困難・起立不能などのＢＳＥを疑う症状があった牛を検査対象と

し、一般的な死亡牛のＢＳＥ検査は廃止しました。 

 

図表7-4-7 死亡牛のＢＳＥ検査の実施の推移（北海道） 

                  （単位：件） 

区 分 検 査 数 
スクリーニング検査結果 確認検査結果 

確定診断結果 
件数（陽性） 

陰性とされた 
件    数 

確 認 検 査 に 
回された件数 

陰性とされた 
件    数 

確 定 診 断 に 
回された件数 

H27年度 36,808 36,808 0 0 0 0 

R2 10,705 10,705 0 0 0 0 

3 10,171 10,171 0 0 0 0 

4 9,472 9,472 0 0 0 0 

5 8,275 8,275 0 0 0 0 

6 2,478 2,478 0 0 0 0 

7 1,922 1,922 0 0 0 0 

資料：北海道農政部調べ（令和８年（2026年）１月末日現在） 
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（動物用医薬品の適正な流通と使用に対する監視指導を実施） 

動物用医薬品は、家畜の健康や生産性の向上に大きな役割を担っていますが、適正に使用されなけ

れば、家畜に危害を与えたり生産性を低下させたりする可能性があるほか、抗菌性物質等の残留事故

の発生や薬剤耐性菌の増殖など、畜産物の安全性だけでなく、国民の保健衛生にも影響を及ぼしま

す。 

 このような問題を防ぎ畜産物の安全性を確保するため、道では、動物用医薬品の適正な流通と使用

について、製造・販売業者や獣医師、農業者に対し関係法令に基づく立入検査による監視指導や講習

会の開催などによる啓発を実施しています。 

 

図表7-4-8 立入検査実施状況（北海道） 

      （単位：か所） 

区 分 R2 3 4 5 6 

立入検査 223 219 197 216 191 

資料：北海道農政部調べ 
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５ 農産物の流通の動向 

 

（高い割合で推移する道外への移出） 

我が国の食料供給地域である本道では、都府県の大消費地に向けて、海峡を挟む遠距離輸送によ

り、様々な手段で生産された農産物や加工食品を移出しています。 

 令和６年（2024年）の道産農産物及び加工食品の生産に占める道外への移出割合は高く、小麦、で

んぷん及び砂糖は８割以上、米、野菜類及び乳製品は７割以上が道外へ移出され、特に関東や近畿、

東海地域等の大都市圏への移出が多くなっています。 

 

図表7-5-1 主な農産物等の道外への移出状況 

（単位：千トン、％） 

区 分 

R4年 5 6 

出荷量 
うち道外

出荷量 
移出率 出荷量 

うち道外

出荷量 
移出率 出荷量 

うち道外

出荷量 
移出率 

米 類 437 308 70.3 394 263 66.8 346 245 70.7 

小 麦 661 553 83.7 641 542 84.5 723 621 85.8 

でんぷん 159 134 84.5 188 126 66.7 137 113 82.6 

砂 糖 642 588 91.6 620 567 91.4 461 409 88.8 

野 菜 1,272 944 74.2 1,309 956 73.0 1,340 970 72.3 

乳製品 934 723 77.4 919 717 78.0 938 725 77.3 

その他 158 94 59.5 154 99 64.3 169 109 64.5 

合 計 

（生乳除く） 
4,263 3,344 78.5 4,225 3,270 77.4 4,114 3,192 77.6 

資料：国土交通省北海道開発局「農畜産物及び加工食品の移出実態調査結果報告書」（令和８年（2026年）３月） 

 注：１）出荷量は、調査先が取り扱った数量の合計で、農林水産省の統計数値とは一致しない。 

   ２）区分の「年」は当該農産物の出荷年である。 

   ３）「その他」は資料より推計した数値である。 

 

 輸送手段としては、鉄道とトラック・フェリーの利用が大部分を占めています。品目別では、米類

では鉄道とトラック・フェリー、小麦は内航船、生乳・乳製品ではトラック・フェリー、鮮度が求め

られる花きや野菜、重量当たり単価の高いいちご等では航空機の利用もあり、品目に応じて輸送手段

が使い分けられています。 
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図表7-5-2 道外移出の輸送機関別利用割合（令和６年（2024年））  

（単位：％） 

品    目 鉄道 トラック･フェリー 内航船 航 空 機 

米  類 32.77 63.57 3.65 ― 

小  麦 ― 5.55 94.45 ― 

野  菜     

 馬鈴しょ 28.57 71.43 ― ― 

 たまねぎ 63.36 36.25 0.39 ― 

 にんじん 16.70 83.30 ― ― 

  かぼちゃ 50.08 49.92 ― ― 

  だいこん 6.75 93.25 ― ― 

  ほうれんそう 1.88 93.09 ― 5.03 

  メロン 0.26 95.75 ― 3.99 

  いちご ― 5.16 ― 94.84 

 生  乳 2.15 97.85 ― ― 

 乳 製 品 6.42 93.49 0.09 0.0 

 合  計 22.06 56.88 21.03 0.04 

 花  き ― 77.58 ― 22.42 

資料：国土交通省北海道開発局「農畜産物及び加工食品の移出実態調査結果報告書」（令和８年（2026年）３月） 

 

（変化する物流環境） 

物流は、道民の暮らしや経済活動を支え、本道が将来にわたって持続的に発展していくために重要

な役割を担う社会インフラですが、人口減少や高齢化の進行に伴うドライバー不足、働き方改革関連

法の適用など、事業者を取り巻く環境は厳しさを増しています。 

こうした中、本道の物流を持続的に確保していくためには、鉄道輸送、トラック輸送、海上輸送、

航空輸送のいずれの輸送モードも欠くことはできず、それらの機能の維持、強化とともに、輸送モー

ドの連携強化に取り組むことが重要となっており、国や道内の物流事業者、経済・産業団体等、多様

な主体が連携を図りながら、人材確保はもとより、安定的かつ効率的な輸送体制の確保に向けて、ト

ラック輸送の効率化やモーダルシフトの推進などの取組を進めています。 

 

図表7-5-3 「北海道交通政策総合指針重点戦略（2026-2030）」抜粋 

２ 重点戦略 

（２）地域経済の成長を支える、地域への人・モノの流れをつくる交通 

 【現状・課題】 

〇 我が国最大の食料供給地域である本道においては、農産品等の本州への貨物輸送等により、我が国の食

料安全保障を支えているが、季節波動が大きく、繁忙期・閑散期の需給差によって物流効率が低下する

という地域特有の課題を抱えている。 

【基本的な方向】 

〇 物流事業者や関係機関など多様な主体の連携により、各輸送モードの機能向上や中継・共同輸送といっ

た物流の効率化を推進するとともに、トラック運送業界の商慣行の見直しや、再配達の削減など荷主・

消費者の行動変容に向けた取組を推進し、地域の安定的かつ持続的な物流ネットワークを確保していく

ことで、本道の産業経済の発展はもとより、我が国の食料・経済・エネルギーの安全保障を支えてい 

く。 
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６ 食料品製造業の動向 

 

（全国第１位の製造品出荷額） 

令和５年（2023年）の本道の食料品製造業の製造品出荷額等は２兆4,405億円で、全国第１位となっ

ています。 

また、道内の全製造業に占める食料品製造業の割合は、令和５年（2023年）の事業所数では

29.1％、従業者数では44.7％、製造品出荷額等では36.0％となるなど、地域の基幹産業として重要な

位置を占めています。 

特に、処理牛乳・乳飲料製造業や乳製品製造業、砂糖製造業等、本道の農業生産と密接に結び付い

た大規模な素材供給型の業種が地域経済を支える大きな存在となっています。 

その一方で、多くの事業所が小規模で生産量が少ないことや、付加価値の高い最終製品を製造する

大型事業所が少ないため、全体としての付加価値率は低くなっています。 

 

図表7-6-1 食料品製造業製造品出荷額等（全国及び上位５道県）（令和５年（2023年）） 

区 分 食料品製造業の 

製造品出荷額等 

（百万円） 

参      考 

事業所数 

（か所） 

従業者数 

（人） 

付加価値額 

（百万円） 

全  国 33,003,899 24,769 1,122,274 10,569,932 

北 海 道 2,440,475 1,869 73,594 662,600 

埼 玉 県 2,284,477 921 72,525 812,719 

愛 知 県 1,984,564 1,146 65,991 629,596 

千 葉 県 1,862,953 803 50,977 536,028 

兵 庫 県 1,819,467 1,017 53,902 552,640 

資料：経済構造実態調査（製造業事業所調査）（総務省・経済産業省） 

 注：従業者29名以下の付加価値額は粗付加価値額。 

 

図表7-6-2 北海道内における食料品製造業の規模（令和５年（2023年）） 

 区    分 事業所数 従業者数（人） 製造品出荷額等（百万円） 

 全 製 造 業 6,423 164,811 6,774,675 

 食料品製造業 1,869  73,594 2,440,475 

 
    

資料：経済構造実態調査（製造業事業所調査）（総務省・経済産業省） 

 

 

 

 

 

 

 

全製造業に 
占める割合 

29.1％ 44.7% 36.0％ 
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図表7-6-3 産業細分類別製造品出荷額等（食料品製造業・北海道）（令和５年（2023年）） 

区   分 
事業所数 

（か所） 

従業員数 

（人） 

製造品出荷額等 

（百万円） 

付加価値額 

（百万円） 

食料品製造業計 1,869 73,594 2,440,475 662,600 

 処理牛乳・乳飲料製造業 22 1,598 127,234 26,210 

 乳製品製造業 

（処理牛乳・乳飲料製造業を除く） 
65 2,900 389,117 45,053 

 砂糖製造業（砂糖精製業を除く） 11 916 99,279 24,451 

 でんぷん製造業 16 287 12,058 5,391 

資料：経済構造実態調査（製造業事業所調査）（総務省・経済産業省） 

 注：従業者29名以下の付加価値額は粗付加価値額。 

 

図表7-6-4 食料品製造業の原材料費比率・付加価値率・労働生産性 

区   分 
北 海 道 全   国 

食料品製造業 全製造業 食料品製造業 全製造業 

原材料費比率 

(原材料使用額)/(製造品出荷額等) 
69.0％ 68.8％ 63.5％ 65.3％ 

付加価値率 

(付加価値額)/(製造品出荷額等) 
27.2％ 25.8％ 32.0％ 29.7％ 

労働生産性 

(付加価値額)/(従業者数) 
900万円/人 1,059万円/人 942万円/人 1,431万円/人 

資料：経済構造実態調査（製造業事業所調査）（総務省・経済産業省）からデータを引用し、北海道農政部が作成。  

  注：引用したデータは従業者29名以下の付加価値額は粗付加価値額。 
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７ 道産農産物・食品の販路拡大と輸出 

 

（道産農産物の魅力を発信） 

 食の北海道ブランドの価値向上を図るため、YES!clean農産物や有機農産物、道独自認証品等、安

全・安心で品質に優れた道産農産物・食品について、道内外で積極的なＰＲを実施し、販路の拡大に

取り組むことが必要です。 

 道内では、北海道産食材を積極的に使用し、こだわり（自慢）の料理を提供している「北のめぐみ

愛食レストラン」や、道産小麦を使用した商品を意欲的に製造、販売している「麦チェンサポーター

店」、道外では、外食店等で道産食材を使った料理を提供している「北海道愛食大使」等が、道産食

材を積極的に使用して、その魅力を伝えています。 

 

（堅調に推移する農産物等の輸出） 

 本道から道内港を経由して海外に輸出された農産物等は、令和７年（2025年）には総額66億円とな

り、前年に比べ10億円（17.2％）増加しました。特にながいもは、品質が良いと評価され単価も高く

推移し、米は、世界での日本食ブームの浸透などにより、輸出額は増加し、いずれも過去最高となり

ました。ミルク・クリームや牛肉は、販売促進の取組の効果や、外食需要の高まりなどにより、ま

た、豚肉は府県での豚熱発生による代替需要の取り込みにより、輸出額がそれぞれ増加しました。さ

らに、アイスクリームやバター・チーズは、その食味の良さなどから引き合いが強まっており、輸出

額が増加しています。一方、たまねぎは、少雨や高温等の影響により収穫量が少なかったことなどに

より輸出向けの数量が減少しました。 

 品目別では、ながいもが20億5,695万円と最も多く、次いで米が14億8,914万円、ＬＬ牛乳等のミル

ク・クリームが10億3,755万円、豚肉が７億9,759万円、牛肉が４億4,920万円となり、この上位５品目

で道内港からの道産農産物等の輸出総額の約89％を占めています。 

このように、輸出額はおおむね堅調に推移している一方で、令和５年（2023年）８月のＡＬＰＳ処

理水の海洋放出をきっかけとした中国等による日本産水産物の輸入停止措置や、令和７年（2025年）

４月の米国による相互関税等、様々なグローバルリスクに直面し、輸出先国の拡大などの対応が求め

られていることから、令和６年（2024年）３月に策定した第Ⅲ期北海道食の輸出拡大戦略に基づき、

特定の品目に偏らないリスク分散に対応した取組を進めるとともに、北海道ブランドの浸透や市場の

拡大などに取り組んでいます。 

今後、少子高齢化の進展により国内マーケットの縮小が見込まれる中、海外ニーズに応じた高品質

な農産物を安定的に生産・供給し、かつ、観光地として人気のある本道の優位性を生かし、成長著し

いアジア諸国を始め、欧州等の有望なマーケットへの販路拡大を進めていくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 



182 ---第７章 食の安全・安心と農産物の流通・加工 

図表7-7-1 北海道からの主な品目の輸出実績（道内港）   

           （単位：トン、百万円） 

品 目 
R3 4 5 6 7 

主な輸出先 
数 量 金 額 数 量 金 額 数 量 金 額 数 量 金 額 数 量 金 額 

ながいも 4,130 1,297 3,425 1,245 3,883 1,705 3,647 1,582 3,865 2,057 台湾、米国 

米 2,303 624 3,711 900 4,741 1,032 5,452 1,289 5,539 1,489 
香港、米国、 

シンガポール 

ミルク・ 
クリーム 

4,359 1,029 5,131 1,472 3,348 869 3,647 997 3,489 1,038 香港 

豚  肉 558 620 449 552 744 747 725 615 752 798 香港、シンガポール 

牛  肉 54 278 61 340 74 392 87 418 84 449 香港、シンガポール 

たまねぎ 6,254 290 15,923 1,333 3,606 305 1,899 180 205 21 台湾 

そ の 他 1,464 618 1,062 427 926 393 1,107 524 1,382 716  

合 計 19,121 4,756 29,762 6,269 17,322 5,443 16,564 5,605 15,316 6,568  

資料：財務省「貿易統計」  

注：１）政府援助米（推定）は除く。 

２）その他の金額については日本酒を含むが、日本酒は単位がリットルのため、数量には含まない。 

３）令和７年よりアイスクリームをその他に計上。 

 

（オール北海道で取り組む海外の市場開拓） 

道やホクレン、北海道漁業協同組合連合会等で構成する「北海道農畜産物・水産物輸出推進協議

会」では、平成３年（1991年）の設立以来、アジア等における道産農水産物の市場開拓に向けて、フ

ェアの開催や展示会への出展などのプロモーション活動に連携して取り組んでいます。 

令和７年度（2025年度）は、７月に東京ビッグサイトで開催された第10回“日本の食品”輸出ＥＸ

ＰＯに出展し、道産農水産物のプロモーションを行うとともに、令和８年（2026年）２月にシンガポ

ール伊勢丹において、米と水産加工品の試食販売によるプロモーションを行いました。 

 

図表7-7-2 「北海道農畜産物・水産物輸出推進協議会」の取組 

年 度 プロモーション対象国（地域） 

H27  タイ（試食販売）、北京（トップセールスによる農水産物プロモーション）等 

28～29  タイ（試食販売、トップセールスによる農水産物プロモーション）等 

30～R1  台湾（常設販売棚の設置・物産展の開催）等 

2 台湾（バイヤーの招へい、国際食品見本市への出品）等 → コロナ禍で中止 

3 香港、シンガポール（販売促進プロモーション） 

4 香港（販売促進プロモーション） 

5 ベトナムハロン市（品目ごとのプロモーション） 

6 輸出ＥＸＰＯへの出展、新千歳空港でのインバウンド向けプロモーション 

7 輸出ＥＸＰＯへの出展、シンガポール（伊勢丹でのプロモーション） 

資料：北海道農政部調べ 
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～ コメの輸出拡大に向けたセミナーを開催 ～ 

令和７年（2025年）12月17日に道内の生産者などを対象とした「コメの輸出拡大に向けたセミ

ナー」を開催しました。 

 セミナーでは、先進的に輸出に取り組む(株)芦別ＲＩＣＥ、新篠津村農業協同組合、新函館農

業協同組合から、輸出に取り組んだ経緯や課題などについて紹介があったほか、残留農薬対策や

輸出向け施設の整備状況などについての情報提供を行いました。 

 また、北海道農政事務所及び北海道経済産業局から、国の輸出支援策と海外進出に向けた知的

財産の対策について情報提供がありました。 

参加者からは、「有意義だった」といった声が聞かれるとともに、本セミナーをきっかけに、

海外販路の更なる発展に向けて、産地が知的財産権の取得を目指して動き始めるなど、具体的な

展開にもつながりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、セミナー参加者を中心に、米国ロサン

ゼルスにおける米流通実態調査の企画を案内した

ところ、生産者や流通事業者など12名から参加意

向が示され、令和８年（2026年）２月11日から15

日に調査を実施しました。現地小売店での道産米

や米国産短粒種などの流通や、おにぎりや寿司の

普及・販売の実態を把握するとともに、食味など

を実際に体験することで、道産米の輸出拡大の可

能性を感じてもらうことができました。参加者か

らは「今年の営農を頑張ろう」、「来年は他の国の

様子も知りたい」と言った声が聞かれました。 

 

コメの輸出拡大に向けたセミナーの様子 

ロサンゼルスのおにぎり専門店の様子 

ロサンゼルスの小売店の様子 
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８ 関連産業との連携の強化 

 

（ファンドを通じて農商工連携の取組を支援） 

 国は、平成20年（2008年）制定の、中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関す

る法律（農商工等連携促進法）に基づき、農林漁業者と中小企業者が、１次、２次、３次といった産

業の壁を超えて有機的に連携を図り、互いのノウハウ、技術等を活用した新商品の開発や販路開拓な

どの取組を支援しています。 

 国では、法律に基づき農商工等連携事業計画を認定しており、道内では、令和８年（2026年）３月

までに90件、うち農産物関係は74件が認定されています。 

 また、国や道、札幌市、金融機関が資金を拠出し、「北海道中小企業新応援ファンド（２号ファン

ド）」が組まれており、このファンドの中で、農商工等連携事業計画認定事業者等が行う地域資源を

活用した新商品・新サービスの開発から販路開拓までの事業化の実現に向けた一連の取組を支援して

います。 

 

（食クラスター活動を推進）   

 食クラスター活動は、国内外から高い支持を受けている食の分野において、食に関わる幅広い産業

と大学等の研究機関、行政、金融等の関係者（産学官金）が今まで以上に緊密に連携･協働できる体制

を整備するとともに、効果的なバリューチェーン（価値連鎖）の形成に努め、本道ならではの食の総

合産業を構築しようとする取組です。 

食クラスター連携協議体は、食クラスター活動の本格展開を図るため、平成22年（2010年）に発足

し、参画者間の連携・協働のもと、商品開発・販路拡大、道産食品の輸出拡大、人材育成など、食の

総合産業化のための取組を推進しています。また、振興局ごとに地域の特性を踏まえた推進体制が整

備され、地域の取組にきめ細やかに対応しています。 
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９ 地域資源を活かした６次産業化の推進 

 

（道内各地で地域の資源を活かした多様な取組を推進） 

  ６次産業化は、一次産業である農林水産業が、農林水産物の生産だけにとどまらず、それを原材料

とした加工食品の製造・販売や観光農園のような地域資源を生かしたサービス等、二次産業や三次産

業を一体的に展開し、新たな付加価値を生み出す取組で、農林漁業者等の所得向上や雇用機会の確保

を図るなど、地域経済の活性化に資するものです。 

 令和６年度（2024年度）の農業経営体及び農業協同組合等が運営する農業生産関連事業の事業体

（農業生産関連事業体）の数は、全国５万4,380件に対して、本道は2,500件と全国の4.6％を占めてい

ます。取組内容を見ると、全国では「農産物の加工」が最も多く２万6,910件となっていますが、本道

では「農産物直売所」が最も多く1,160件となっています。 

また、年間販売総額は、全国の２兆2,244億円に対して、本道は1,501億円と全国の6.7％を占めてお

り、このうち農業経営体によるものが1,990事業体で411億円、農業協同組合等によるものが510事業体

で1,090億円となっています。 

 道では、令和７年（2025年）４月に策定した「北海道における６次産業化・地産地消の推進につい

て」に沿って、地域の資源を活かした多様な６次産業化の取組を推進しています。 

 

図表7-9-1 農業生産関連事業体数及び年間販売総額 

         （単位：件、百万円） 

区  分 
R3 年度 4 5 6 

全 国 北海道 全 国 北海道 全 国 北海道 全 国 a 北海道 b b/a 

農産物の加工 30,550 1,080 28,980 1,050 27,760 1,020 26,910 990 3.7% 

農産物直売所 22,680 1,220 22,380  1,210 21,240  1,160 20,960  1,160 5.5% 

観光農園 4,990 210 5,090  210 5,050  210 4,350  180 4.1% 

農家民宿 1,180 110 1,170  100 1,140  100 770  60 7.8% 

農家レストラン 1,260 110 1,330 120 1,360 120 1,390 120 8.6% 

合 計 60,650 2,720 58,950 2,700 56,550 2,610 54,380 2,500 4.6% 

年間販売総額 2,066,615 149,300 2,176,515 163,855 2,208,274 159,794 2,224,434 150,110 6.7% 

資料：農林水産省「６次産業化総合調査」 

 

（全国第１位の総合化事業計画の認定数）  

 国は、平成23年（2001年）３月に施行した地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等

及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律（六次産業化・地産地消法）に基づき、６次産業化に

取り組む農林漁業者等の事業計画（以下「総合化事業計画」という。）を認定しています。 

 令和８年（2026年）３月末で、認定件数は全国2,651件で、このうち本道は163件と、都道府県別認

定件数では本道が第１位となっています。  
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図表7-9-2 総合化事業計画の認定件数（累計）の推移と内訳 

                                       （単位：件） 

区 分 R3年度 4 5 6 7 
 

農畜産物 林産物 水産物 

全国 2,616 2,630 2,642 2,646 2,651 2,352 104 195 

北海道 163 163 163 163 163 154 3 6 

資料：農林水産省調べ（令和８年（2026年）３月末現在） 

 

 また、総合化事業計画の対象農林水産物の割合は、全国では、野菜、果樹が高くなっていますが、

本道では、畜産物、野菜が高くなっています。 

 振興局別では、十勝、上川及びオホーツクで認定件数が多く、これらの地域で46％を占めており、

認定事業者の区分では、法人経営が78％を占めています。 

 

 

図表7-9-3 総合化事業計画の対象農林水産物の割合 

資料：全国は農林水産省調べ、北海道は農林水産省北海道農政事務所調べ（令和８年（2026年）３月末現在）複数の 

取組を含む。 

 

図表7-9-4 総合振興局・振興局別認定件数（北海道） 

（単位：件） 

空知 石狩 後志 胆振 日高 渡島 檜山 上川 留萌 宗谷 ｵﾎｰﾂｸ 十勝 釧路 根室 計 

16 18 9 8 2 15 6 25 3 3 22 28 5 3 163 

資料：北海道農政部調べ（令和８年（2026年）３月末現在） 

 

図表7-9-5 道内における総合化事業計画認定者数 

 

 

資料：北海道農政部調べ（令和８年（2026年）３月末現在） 
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（６次産業化に取り組む農林漁業者等を支援） 

 ６次産業化に取り組む農林漁業者等を支援するため、平成25年（2013年）12月に設置した「北海道

６次産業化サポートセンター」では、農林水産物の加工・販売などを検討している農林漁業者等から

の相談対応や、課題に応じて専門的な指導・助言を行う地域プランナーを派遣するなどの支援を行っ

ています。 

 令和７年度（2025年度）の相談件数は延べ141件となっており、寄せられた相談内容は、事業計画策

定や制度照会、販路開拓、商品開発の順となっています。 

また、業種別の相談件数は、農業と畜産業で８割を占めています。 

 
図表7-9-6 北海道６次産業化サポートセンター相談実績（令和７年度（2025年度））  

区   分 相談延べ件数 構成比(％) 相談者数 構成比(％) 

相

談

者

業

種 

農 業 58  41.1  27  38.0  

畜産業 57  40.4  23  32.4  

林 業 0  －  0  －  

漁 業 1  0.7  1  1.4  

その他 25  17.7  20  28.2  

総   計 141   100.0  71  100.0  

資料：北海道農政部調べ 
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